
表-1 調査・試験項目 
調査項目 調査方法 

中性化深さ コンクリートコアのフェノールフタレイン
法（JIS A 1152：2011に準拠） 

塩化物イオン量 ドリルによるコンクリート粉末採取 
（JSCE-G 573-2013に準拠） 
蛍光X線分析装置による塩化物イオンの定
量分析 

日射条件 現地踏査 
外観調査 目視評価 

(ASTM C 672外観評点，RILEMスケーリ
ング程度区分) 

外観詳細調査 
(剥離深さ，剥離度) 

ノギスによる測定 
剥離面積範囲は目視評価 

現位置の強度性状 テストハンマによる反発硬度(JSCE-G 
504-2013に準拠) 

超音波伝播速度試験 
(相対動弾性係数) 

コンクリートコアの透過法 
表面走査法 2) 

キーワード 塩害，凍害，複合劣化，高速道路，下部工 
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１．はじめに 

 東北地方における積雪寒冷環境下の高速道路では，

凍結防止剤を含んだ一部伸縮装置からの路面水の漏

水による塩害に加え，凍害による複合作用の影響で

コンクリート構造物の劣化が進行している可能性が

ある．そのため，塩害と凍害の複合劣化による劣化

状況の把握，それに伴う性能低下を予測することは

今後のコンクリート構造物の維持管理を行う上で重

要な課題である． 

そこで、本報告では供用開始から 35～36年が経過

している東北自動車道の橋梁下部工コンクリートを

対象に，塩害と凍害に関する劣化状況を調査した． 

２．調査概要 

 図-1 に凍害危険度マップ 1)と調査位置図を示す。

調査は外見上凍害による損傷が見受けられる 10 橋

（東北自動車道 碇ヶ関 IC～大鰐弘前 IC 間：3 橋，

大鰐弘前 IC～黒石 IC間：4橋，黒石 IC～浪岡 IC間：

3橋）を対象に 11橋台で行った．なお，いずれの箇

所も概ね凍害危険度 2 のエリアに位置している．表

-1に調査・試験項目を示す．コンクリートコアは剥

離度測定範囲内の表面欠損部において，φ83mm，深

さ方向に 250mm程度で採取した．塩化物イオン量に

係るコンクリート粉末はコンクリートコア採取箇所

近傍の表面欠損の小さい箇所において，深さ方向に

20mm 間隔で表面から最大深さ 100～220mm までの

範囲で採取した．凍害による損傷程度の指標として，

部材表面の剥離度および部材内部の相対動弾性係数

を算出した 3)．剥離度は，調査対象面に 50cm×50cm

の枠を据え付け，枠内のスケーリング発生箇所は目

視評価により範囲を決めて剥離面積を求めた．また，

ノギスを用いて剥離深さを10点測定し平均剥離深さ

を求めた．式(1)，(2)より剥離度を算出した． 

Dm ＝ D×As (1) 

As ＝ S/(50×50)  (2) 

ここに，Dmは剥離度（mm），Dは平均剥離深さ（mm），

Asは枠内のスケーリング面積の割合，S は枠内のス

ケーリング面積（cm2）である．相対動弾性係数は，

超音波測定試験より得られる超音波伝播速度から式

(3)4)により動弾性係数を算出し，透過法による場合

は式(4)，表面走査法による場合は式(5)により相対

動弾性係数を算出した．透過法は乾燥させていない

状態のコンクリートコアの表面から 10mm 間隔で測

定した．表面走査法はコンクリートコア採取箇所近

傍の表面欠損の無い箇所で測定した． 

Ed ＝ 4.0387 V2－14.438 V＋20.708 (3) 
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図-1 調査位置図 
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      (a)調査対象面             (b)ポップアウト                   (c)スケーリング状況(D=2.22mm) 

図-2 部材表面の調査結果 

 

(a)相対動弾性係数（透過法）と塩化物イオン量分布    (b)表面走査法による測定結果    (c)透過法と表面走査法による相対動弾性係数 
図-3 部材内部の調査結果 
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REd ＝ Edn/Ed0×100 (4) 

REd ＝ 21.7x-0.81 (5) 

ここに，Ed は動弾性係数（GPa），Vは超音波伝播速

度（km/sec），REd は相対動弾性係数（%），Edn は各

深さにおける動弾性係数（GPa）である．Ed0は部材

供用前の動弾性係数（GPa）であるが，ここでは不明

なため最奥部の動弾性係数を適用した．xは超音波伝

播時間と発・受振間距離の関係から得られる直線の

傾き（μsec/mm）である． 

３．調査結果 

ここでは代表的な 1 橋の調査結果事例を示す．図

-2に部材表面の調査結果を示す．調査対象面は日射

方向が南東面であり，表面にはポップアウトによる

凍害損傷が見られる．外観評価は ASTMで 3，RILEM

で中程度，剥離度で 0.28mm であった．図-3 に部材

内部の調査結果を示す．ここで，コアによる試験結

果の内，透過法による相対動弾性係数を深さ方向で

プロットする場合，建設当初の表面からの深さで表

すために，コア表面からの測定深さに平均剥離深さ

を加えてプロットしている．図-3(a)より，中性化深

さ付近において塩化物イオン量は最大，相対動弾性

係数は最小となっていることが分かる．なお，採取

したコア表面の観察では全体的に微細ひび割れ等の

変状や骨材異常は見受けられなかった．相対動弾性

係数の最小値は 60%程度であることから，表面から

深さ 3cm程度までの表層付近が凍害により損傷して

いる可能性がある．図-3(b)より，表面走査法の回帰

直線には折れ線となる変曲点が現れなかったことか

ら，その品質は全体的に均質であると考えられる．

図-3(c)より，透過法と表面走査法による相対動弾性

係数を比較した場合，表面走査法の推定領域（約 40%

以上）に透過法の結果は分布しているものの，透過

法による相対動弾性係数の変化とは異なる結果とな

った．これは，表面走査法と透過法で，表面や深さ

の測定箇所ごとのコンクリートの含水状態に差異が

あり，その影響を受けたためと考えられる． 

４．まとめ 

 今後は，今回の調査結果を詳細に整理し，橋台ご

との比較，表面損傷の剥離度等と内部損傷の相対動

弾性係数および塩化物イオン量との関係性の分析等

を通して，塩害と凍害の複合劣化の状況を検討する．

また，凍結防止剤散布量や外気温データを整理し，

最低温度や凍結融解回数等，凍害と塩害の環境条件

についても調査する必要がある． 
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